平成２５年度
住宅・まちづくりに関する
国の施策並びに予算に関する提案・要望

平成２４年７月
大阪府
　日頃から、大阪府の住宅まちづくり行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府においては、府営住宅や民間住宅を活用した安心できる住まいの確保、住宅・建築物の耐震化など、府民の誰もが安心感が得られ、選択が可能で活力ある住まいとまちの実現に向けた取り組みを進めているところです。

　本格的な人口減少社会の到来、少子高齢化の進展など、住宅・まちづくりを取り巻く社会・経済環境が大きく変化してきており、これまでの大阪のまちの変遷と課題を踏まえた対応が求められています。

　また、東南海・南海地震の発生が切迫している中、住宅・建築物の耐震化、地震時等に危険な密集市街地整備の重要性・緊急性がより一層高まっており、災害に適応した強靭で持続可能な社会の実現が求められています。

これらの課題に対する施策の推進にあたっては、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、地域がその実情にあった施策を展開できるように地方分権改革を推進していくことが不可欠です。
平成25年度の国家予算編成にあたりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取り組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。

大阪府知事　　松 井　一 郎
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災害に強い国土・地域づくりの着実な推進
1． 公営住宅整備等にかかる交付金制度の充実強化
【内閣府・国土交通省】
大阪府内には、全国の公営住宅の11％を占める24万3千戸が存在しており、その半数は、昭和40年代以前に建てられた耐震性の低いストックであることから、建替え、耐震改修等により、早期の耐震化に努めているところである。また、地震時等に著しく危険な密集市街地が広範囲に存在しており、その改善が喫緊の課題となっている。

「社会資本整備総合交付金」及び「地域自主戦略交付金」については、その目的を達成するため、国においては、既存の枠組みにとらわれない財源の導入等により、必要額を確保するとともに、地方への配分にあたっては、個々の事業の重要性や進捗、ピークを適切に見極めた上で、大都市における公営住宅等の耐震化、密集市街地の改善及び基盤整備等の重要性や役割を十分考慮し、本府事業及び市町村事業が安定的かつ確実に実施できるよう必要額を配分されたい。

また、耐震性を高めるための建替えや除却、外壁等の修繕についても、「社会資本整備総合交付金」の全国防災の基幹事業として実施できるよう対象事業の拡充を図られたい。
安心して暮らせる住まいとまちの形成

1． 住宅セーフティネットの確立・強化【国土交通省・厚生労働省】
国民が主体性を持って自律した生活を確保するためには、生活基盤である住まいのセーフティネットの確立・強化が必要である。

このため、社会保障制度の見直しに当たっては、公営住宅や生活保護（住宅扶助）など多岐に分かれる住宅施策について、総合的な視点に立った仕組みの検討（大阪府が提案した住宅バウチャー制度など）を実施されたい。
2． 公営住宅に係る制度の充実【国土交通省】
地域の需要に応じた公営住宅の再配置と円滑な更新を進めるため、公営住宅ストックの効果的・効率的な活用をできるよう、以下のように制度を拡充されたい。

· 　非現地建替えについても、入居者への明渡し請求が可能となるよう、制度の整備を図られたい。
· 　耐震化が困難な公営住宅や、需要の低い公営住宅の用途廃止については、事業を円滑に進めるため、入居者の居住の安定を図った上で、住棟単位での明渡し請求が可能となるよう、制度の整備を図られたい。
· 　「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」に基づく手法を活用した事業について、事業実施後の団地及び従前居住者の状況が法定建替えの要件を充足する場合に、公営住宅の法定建替えに該当するよう所要の処置を講じられたい。
3． 住宅・建築物の耐震化の促進【国土交通省】
東南海・南海地震などの大地震に備え、住宅・建築物の耐震化の緊急性・重要性はより一層高まっている。府民の生命と財産を守るため、少しでも早く耐震化が促進されるよう、耐震改修促進税制による所得税控除について、控除額20万円の上限を撤廃するなど拡充を図られたい。

大阪の強みを活かした内外の集客力強化
1． 日本の玄関口「りんくうタウン」の活性化
(1) 「キャラクタウン（仮称）」のまちづくりの推進
【経済産業省・国土交通省】
　日本の玄関口である「りんくうタウン」は、訪日外国人が最初に触れ、最後に訪れる地域として日本の印象形成に重要な地域である。

大阪府では、ここに日本のマンガ・アニメ・特撮・ゲーム・おもちゃなどの文化（＝ポップカルチャー）を集め、発信するまち「キャラクタウン」を整備して、外国人へのホスピタリティを表し、文化情報を発信するまちをめざしている。

国においても、まちづくりの推進のために、現在、結成に向けた準備を進めているキャラクタウン応援団のメンバーとして、コンテンツ産業など関係する業界や版権管理者などに対して参画を呼び掛けるとともに、りんくうタウンにおいて、コンテンツ産業の海外展開やクリエイティブ人材の育成への支援、さらに効果的なＰＲによるインバウンド増などの施策を展開するなど、主体的な役割を果たされたい。

(2) 地域冷暖房システムの改善【経済産業省】                                             

りんくうタウンでは、熱供給事業（地域冷暖房システム）の導入を行い、まちづくりを進めてきたが、熱供給利用料金が個別熱源に比べ、非常に割高となっているため、地冷システムが普及しない要因となるばかりでなく、進出企業の経営を圧迫し、テナントの誘致や新たな企業立地が進まないなど、まちづくりの大きな障害となっている。

おりしも、昨年度、国の「まちづくりと一体となった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」の中間とりまとめにおいても柔軟な料金設定を可能とする制度整備など 「料金規制の柔軟化」について指摘がなされている。　

ついては、このような現状を踏まえ、熱供給利用が個別熱源に対して競争力を持てるよう、現行の料金認可制度に係る法改正（総括原価方式の算定根拠の見直しや情報公開制度の導入、料金の自由化など）や、既存の導入地域を含めた設備投資、維持管理、利用料金等に対する補助制度の創設など必要な措置を講じられたい。

